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告　　　　　示

山形県告示第343号

　昭和41年４月県告示第421号（山形県農作物奨励品種）の一部を次のように改正する。

　　令和２年４月21日

山形県知事　　吉　　　村　　　美　栄　子　　　

１　水稲の項に次の２項を加える。

　　出羽燦々（でわさんさん）（令和２年）

　　�　山形県立農業試験場庄内支場（現山形県農業総合研究センター水田農業研究所）において、美山錦を母と

し、青系酒97号を父として交配して育成した品種である。

　　　中
な か て

生種で、やや長稈
かん

である。

　　�　美山錦より耐倒伏性、耐冷性、穂いもち抵抗性は強いが、葉いもち抵抗性はやや弱い。玄米品質、心白発現

率が美山錦より勝り、酒造用原料米として好適である。

　　　県内の中山間地帯及び中山間地帯寄りの平坦地帯に適する。

　　出羽の里（でわのさと）（令和２年）

　　�　山形県立農業試験場庄内支場（現山形県農業総合研究センター水田農業研究所）において、滋系酒56号（吟

吹雪）を母とし、山形酒49号を父として交配して育成した品種である。

　　　出穂期及び成熟期が出羽燦々より２日程遅い中
な か て

生種である。

　　　いもち病抵抗性はやや強く、耐冷性は極めて強い。

　　　収量性は出羽燦々よりやや低いが、玄米千粒重は出羽燦々並みである。
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　　�　玄米の心白の発現は出羽燦々及び美山錦より明らかに多く、心白の大きさも出羽燦々及び美山錦より大き

く、安定して良好である。

　　�　玄米粗蛋
たん

白質含有率、醸造後のアミノ酸度は出羽燦々並みで、酒造用原料米として好適である。

　　　県内の中山間地帯及び平坦地帯に適する。

山形県告示第344号

　昭和57年３月県告示第499号（山形県農作物優良品種）の一部を次のように改正する。

　　令和２年４月21日

山形県知事　　吉　　　村　　　美　栄　子　　　

１　水稲の項出羽燦々（でわさんさん）（平成７年）の項及び出羽の里（でわのさと）（平成18年）の項を削る。

山形県告示第345号

　土地改良法（昭和24年法律第195号）第30条第２項の規定により、土地改良区の定款の変更を次のとおり認可し

た。

　　令和２年４月21日

山形県知事　　吉　　　村　　　美　栄　子　　　

１　土地改良区の名称

　　大蔵村土地改良区

２　事務所の所在地

　　最上郡大蔵村大字清水2309番地４

３　認可年月日

　　令和２年４月14日

山形県告示第346号

　土地改良法（昭和24年法律第195号）第30条第２項の規定により、土地改良区の定款の変更を次のとおり認可し

た。

　　令和２年４月21日

山形県知事　　吉　　　村　　　美　栄　子　　　

１　土地改良区の名称

　　浜中広岡土地改良区

２　事務所の所在地

　　酒田市浜中字上村387番３

３　認可年月日

　　令和２年４月13日

山形県告示第347号

　土地収用法（昭和26年法律第219号）第34条の規定により、同法第31条の規定に基づき収用又は使用の手続が保

留されている土地について、次のとおり収用又は使用の手続を開始する旨の申立てがあった。

　　令和２年４月21日

山形県知事　　吉　　　村　　　美　栄　子　　　

１　起業者の名称

　　国土交通大臣

２　事業の種類

　�　高速自動車国道日本海沿岸東北自動車道新設工事（酒田みなと～遊佐・山形県飽海郡遊佐町藤崎字日向台地内

から同町宮田字長沼地内まで）及びこれに伴う一般国道改築工事

３　収用又は使用の手続が開始される土地

　（1）�収用の手続が開始される土地

　　　飽海郡遊佐町比子字服部興野及び字下モ山地内

　（2）�使用の手続が開始される土地

　　　飽海郡遊佐町比子字服部興野及び字下モ山地内
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４　収用又は使用の手続が開始される土地を表示する図面の縦覧場所

　　遊佐町役場

山形県告示第348号

　建築士法（昭和25年法律第202号）第10条第１項の規定により、次のとおり二級建築士の業務の停止を命じた。

　　令和２年４月21日

山形県知事　　吉　　　村　　　美　栄　子　　　

１　処分をした年月日

　　令和２年４月14日

２　処分を受けた建築士の氏名及び登録番号

　　真田　巌　第7454号

３　処分の内容

　　令和２年５月１日から同年７月31日までの３月間の業務の停止

４　処分の原因となった事実

　�　真田巌は、栃木県内の住宅について、長期優良住宅の普及の促進に関する法律施行規則（平成21年国土交通省

令第３号）第２条第１項に規定する申請書に虚偽の記載を行い所管行政庁に提出し、及び同令第６条に規定する

通知書を偽造した。これらのことは、建築士法第10条第１項第２号に該当する。

人事委員会関係

告　　　　　示

山形県人事委員会告示第４号

　令和２年度山形県警察官採用試験を次のとおり実施する。

　　令和２年４月21日

山 形 県 人 事 委 員 会�　　　　　　　　　　　

委�員�長　　安　孫　子　　　俊　　　彦　　　

１　試験の種類

　　山形県警察官採用試験

２　試験区分及び採用予定人員

　　次表のとおりである。

試験区分 採用予定人員 試験区分 採用予定人員

警察官Ａ（男性） 37名 警察官Ｂ（男性） 26名

警察官Ａ（女性） ８名 警察官Ｂ（女性） ５名

警察官Ａ（武道指導・柔

道）
１名

警察官Ａ（武道指導・剣

道）
１名
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３　試験の程度

　　次表のとおりである。

試験区分 程度 試験区分 程度

警察官Ａ（男性）

大学卒業程度

警察官Ｂ（男性）

高校卒業程度

警察官Ａ（女性） 警察官Ｂ（女性）

警察官Ａ（武道指導・柔

道）

警察官Ａ（武道指導・剣

道）

４　対象となる職

　　公安職給料表の職務の級１級の職

５　給与

　�　この試験に合格し採用された者は「山形県職員等の給与に関する条例」の適用を受け、その場合の給料は原則

として次表のとおりである。このほか、同条例等の定めるところにより諸手当が支給される。

試験区分 適用給料表 給料

警察官Ａ（男性）、警察官Ａ（女性）、警察官Ａ（武道指導・柔道）、

警察官Ａ（武道指導・剣道）
公安職給料表 １級21号給

警察官Ｂ（男性）、警察官Ｂ（女性） 公安職給料表 １級１号給

６　受験資格

　�　別表１のとおりである。ただし、日本の国籍を有しない者及び地方公務員法第16条の規定に該当する者は受験

できない。

７　試験日、試験種目及び実施する試験区分、試験地、合格者発表

　(1)�警察官Ａ（男性）、警察官Ａ（女性）、警察官Ａ（武道指導・柔道）、警察官Ａ（武道指導・剣道）

　　ア　第１次試験

　　　　次表のとおりである。　

試験日 試験種目及び実施する試験区分 試験地 合格者発表

７月12日

（日）

教養試験（多肢選択式）

全試験区分

山形市

鶴岡市

酒田市

　７月21日（火）

　合格者の試験区分及び受

験番号を山形県庁及び県内

各警察署の屋外掲示板に掲

示して発表するほか、合格

者には書面で通知する。

体力検査１

　　イ　第２次試験

　　　　次表のとおりである。
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試験日 試験種目及び実施する試験区分 試験地 合格者発表

８月９日

（日）

（予定）

作文試験

全試験区分

天童市

　９月上旬

　合格者の試験区分及び受

験番号を山形県庁及び県内

各警察署の屋外掲示板に掲

示して発表するほか、第２

次試験受験者全員に書面で

合否を通知する。

人物試験１（適性検査）

身体測定及び身体検査

体力検査２

８月10日

（月）

（予定）

実技試験

警察官Ａ（武道指導・

柔道）及び警察官Ａ

（武道指導・剣道）

８月中旬又

は下旬の指

定する１日

（予定）

人物試験２（集団討論及び

個別面接）

全試験区分（ただし、

集団討論は警察官Ａ

（男性）、警察官Ａ

（女性）のみ実施。）

山形市

　（2)�警察官Ｂ（男性）、警察官Ｂ（女性）

　　ア　第１次試験

　　　　次表のとおりである。　　　

試験日 試験種目及び実施する試験区分 試験地 合格者発表

９月20日

（日）

教養試験（多肢選択式）

全試験区分

山形市

鶴岡市

酒田市

新庄市

南陽市

　10月５日（月）

　合格者の試験区分及び受

験番号を山形県庁及び県内

各警察署の屋外掲示板に掲

示して発表するほか、合格

者には書面で通知する。

体力検査１

　　イ　第２次試験

　　　　次表のとおりである。

試験日 試験種目及び実施する試験区分 試験地 合格者発表

10月18日

（日）

（予定）

作文試験

全試験区分

天童市

　11月中旬

　合格者の試験区分及び受

験番号を山形県庁及び県内

各警察署の屋外掲示板に掲

示して発表するほか、第２

次試験受験者全員に書面で

合否を通知する。�

人物試験１（適性検査）

身体測定及び身体検査

体力検査２

11月上旬の

指定する１

日（予定）

人物試験２（個別面接） 山形市

８　各試験種目の配点

　　別表２のとおりである。

　�　なお、合格者は全ての試験種目の結果を総合して得られた成績に従い決定する。また、各試験種目に合格基準

を定め、１つでも基準に達しないものがある場合には不合格とする。
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９　採用候補者名簿及び採用方法

　�　最終合格者は、それぞれの試験区分ごとに作成される採用候補者名簿に記載され、採用はこの名簿に記載され

た者の中から行われる。

10　受験手続

　(1)�受験申込書の交付

　　�　受験申込書は、山形県人事委員会事務局、山形県警察本部警務課、県内各警察署・交番・駐在所、各総合支

庁総務企画部の総務課、西村山総務課、北村山総務課及び西置賜総務課、山形県東京事務所、山形県大阪事務

所並びに山形県名古屋事務所において交付する。

　　　また、山形県のホームページ（http://www.pref.yamagata.jp/）からダウンロードもできる。

　　�　なお、受験申込書の請求を郵便で行う場合は、封筒の表に試験区分を朱書し、140円切手を貼った宛先明記

の返信用封筒（角形２号封筒）を必ず同封して、山形県警察本部警務課（山形市松波二丁目８番１号　郵便番

号990-8577）宛て請求すること。

　(2)�申込方法

　　ア　電子申請による申込みの場合

　　　�　山形県及び県内市町村の電子申請のホームページ「やまがた e申請」（http://www.pref.yamagata.jp/

online_ymg/shinsei/e-tetsuzuki99.html）から申し込むこと。

　　イ　郵送又は持参による申込みの場合

　　　�　受験申込書に必要事項を記入し、84円切手を貼った宛先明記の受験票送付用封筒（長形３号封筒）を添付

の上、山形県警察本部警務課若しくは県内各警察署警務係に持参又は山形県警察本部警務課宛てに郵送によ

り提出すること。

　　　　なお、郵送により提出する場合は、封筒の表に試験区分を朱書するとともに、簡易書留の方法によること。

　(3)�申込受付期間

　　ア�　警察官Ａ（男性）、警察官Ａ（女性）、警察官Ａ（武道指導・柔道）、警察官Ａ（武道指導・剣道）

　　　　次表のとおりである。

申込方法 申込受付期間

電子申請による申込み
　令和２年４月21日（火）午前９時から同年６月15日（月）午後５時15分まで

（受付期間内に受信したものに限る。）

郵送又は持参による申

込み

　令和２年４月21日（火）から同年６月15日（月）まで（郵送の場合は、同月

15日（月）までの消印のあるものに限り、持参の場合は、閉庁日（土曜日、日

曜日及び国民の祝日に関する法律（昭和23年法律第178号）に規定する休日）

を除く午前８時30分から午後５時15分までの間に限り受け付ける。）

　　イ　警察官Ｂ（男性）、警察官Ｂ（女性）

　　　　次表のとおりである。

申込方法 申込受付期間

電子申請による申込み
　令和２年７月17日（金）午前９時から同年８月31日（月）午後５時15分まで

（受付期間内に受信したものに限る。）

郵送又は持参による申

込み

　令和２年７月17日（金）から同年８月31日（月）まで（郵送の場合は、同月

31日（月）までの消印のあるものに限り、持参の場合は、閉庁日（土曜日、日

曜日、国民の祝日に関する法律（昭和23年法律第178号）に規定する休日及び

平成三十二年東京オリンピック競技大会・東京パラリンピック競技大会特別措

置法�( 平成27年法律第33号 )�に規定する休日）を除く午前８時30分から午後

５時15分までの間に限り受け付ける。）

11　その他

　(1�)�受験手続その他受験に関する問合せは、山形県人事委員会事務局、山形県警察本部警務課、県内各警察署、

交番又は駐在所に行うこと。

　(2)�受験に関する問合せを郵便で行う場合には、84円切手を貼った宛先明記の返信用封筒を同封すること。
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　(3)�試験の詳細については、別に受験案内が作成されているので参照すること。

別表１

試験区分 受験資格

警察官Ａ（男性）

　昭和60年４月２日から平成15年４月１日までに生まれた男性。ただし、次のいずれか

に該当する者に限る。

　(1�)�学校教育法による大学（短期大学を除く。）を卒業した者又は令和３年３月31日

までに卒業見込みの者

　(2)�人事委員会が (1)に掲げる者と同等の資格があると認める者

警察官Ａ（女性）

　昭和60年４月２日から平成15年４月１日までに生まれた女性。ただし、次のいずれか

に該当する者に限る。

　(�1)�学校教育法による大学（短期大学を除く。）を卒業した者又は令和３年３月31日

までに卒業見込みの者

　(2)�人事委員会が(1)に掲げる者と同等の資格があると認める者

警察官Ａ（武道指

導・柔道）

　昭和60年４月２日から平成15年４月１日までに生まれた男性。ただし、次の(1)又は

(2)に該当する者で、(3)及び(4)の要件を全て満たす者に限る。

　(1�)�学校教育法による大学（短期大学を除く。）を卒業した者又は令和３年３月31日

までに卒業見込みの者

　(2)�人事委員会が(1) に掲げる者と同等の資格があると認める者

　(3�)�柔道の段位が３段以上の者又は令和３年３月31日までに３段を取得する見込みの

者

　(4)�別表３に掲げる選手権大会等に出場した者

警察官Ａ（武道指

導・剣道）

　昭和60年４月２日から平成15年４月１日までに生まれた男性。ただし、次の(1)又は

(2) に該当する者で、(3)及び(4)の要件を全て満たす者に限る。

　(1�)�学校教育法による大学（短期大学を除く。）を卒業した者又は令和３年３月31日

までに卒業見込みの者

　(2)�人事委員会が(1)に掲げる者と同等の資格があると認める者

　(3�)�剣道の段位が３段以上の者又は令和３年３月31日までに３段を取得する見込みの

者

　(4)�別表３に掲げる選手権大会等に出場した者

警察官Ｂ（男性）

　昭和60年４月２日から平成15年４月１日までに生まれた男性。ただし、次のいずれか

に該当する者を除く。

　(1�)�学校教育法による大学（短期大学を除く。）を卒業した者又は令和３年３月31日

までに卒業見込みの者

　(2)�人事委員会が(1)に掲げる者と同等の資格があると認める者

警察官Ｂ（女性）

　昭和60年４月２日から平成15年４月１日までに生まれた女性。ただし、次のいずれか

に該当する者を除く。

　(1�)�学校教育法による大学（短期大学を除く。）を卒業した者又は令和３年３月31日

までに卒業見込みの者

　(2)�人事委員会が(1)に掲げる者と同等の資格があると認める者
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別表２

試験区分

第１次試験 第２次試験

満点
教養

試験

体力

検査１

作文

試験

体力

検査２

実技

試験

人物試験２

集団

討論

個別

面接

警察官Ａ（男性）及び警

察官Ａ（女性）
200点 80点 100点 20点 － 100点 300点 800点

警察官Ａ（武道指導・柔

道）及び警察官Ａ（武道

指導・剣道）

125点 40点 100点 10点 125点 － 400点 800点

警察官Ｂ（男性）及び警

察官Ｂ（女性）
200点 80点 100点 20点 － － 400点 800点

別表３

試験区分 選手権大会等

警察官Ａ（武道指

導・柔道）

全日本柔道選手権大会、全日本選抜柔道体重別選手権大会、講道館杯全日本柔道体重別

選手権大会、全日本学生柔道体重別選手権大会、全日本学生柔道優勝大会、全日本学生

柔道体重別団体優勝大会、全日本ジュニア柔道体重別選手権大会、国民体育大会（柔道

競技�成年男子）、全国体育系学生柔道体重別選手権大会

警察官Ａ（武道指

導・剣道）

全日本剣道選手権大会、全日本都道府県対抗剣道優勝大会（次鋒）、国民体育大会（剣

道競技�成年の部）、全日本学生剣道選手権大会、全日本学生剣道優勝大会

公　　　　　告

　特定調達契約に係る随意契約の相手方を次のとおり決定した。

　なお、この随意契約に係る調達は、地方公共団体の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める政令（平成７

年政令第372号）第１条に規定する協定その他の国際約束の適用を受ける。

　　令和２年４月21日

山形県知事　　吉　　　村　　　美　栄　子　　　

１　随意契約に係る物品等の名称及び数量

　　山形県警察本部庁舎に係る電力の供給

　　契約電力　常用電力530キロワット、予備電力530キロワット、使用電力量8,358,000キロワットアワー

２　特定調達契約に関する事務を担当する部局等の名称及び所在地

　　山形県総務部管財課　山形市松波二丁目８番１号　電話番号023(630)2064

３　随意契約の相手方を決定した日　　令和２年３月18日　　

４　随意契約の相手方の名称及び所在地　株式会社やまがた新電力　山形市平清水一丁目１番75号
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５　特定調達契約に係る契約金額

　　（契約電力に対する単価）

期　　　　　　　　　　間 基本料金単価（1kW につき）

【常用電力】

令和２年度分、令和３年度分及び令和４年度分
2,303.46円

【予備電力】

令和２年度分、令和３年度分及び令和４年度分
1,602.87円

　　（使用電力量に対する単価）

期　　　　　　　　　　間 電力量料金単価（1kWh につき）

令和２年度分、令和３年度分及び

令和４年度分

夏季 14.35円

その他季 13.38円

６　特定調達契約の相手方を決定した手続　随意契約

７　随意契約による理由

　　地方公共団体の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める政令第11条第１項第１号該当

　地方自治法（昭和22年法律第67号）第234条第１項の規定により、ロータリ除雪車、除雪グレーダ、除雪ドーザ

及び小形除雪車の調達について、一般競争入札を次のとおり行う。

　なお、この入札に係る調達は、地方公共団体の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める政令（平成７年政

令第372号）第１条に規定する協定その他の国際約束の適用を受ける。

　　令和２年４月21日

山形県知事　　吉　　　村　　　美　栄　子　　　

１　入札の場所及び日時

　(1)�場所　山形市松波二丁目８番１号　山形県庁入札室（２階）

　(2)�日時　令和２年６月１日（月）　�午前10時

２　入札に付する事項

　(1)�調達をする物品の名称及び数量

　　イ　ロータリ除雪車2.2メートル級　２台

　　ロ　除雪グレーダ3.7メートル級　１台

　　ハ　除雪ドーザ14トン級　２台

　　ニ　小形除雪車1.3メートル級　２台

　　ホ　小形除雪車1.0メートル級　４台

　(2)�調達をする物品の仕様等　仕様書による。

　(3)�納入期限　令和２年11月25日（水）

　(4)�納入場所　納入場所一覧表による。

　(5�)�入札方法　(1)のイからホまでのそれぞれについて、総価により行う。落札決定に当たっては、入札書に記

載された金額に当該金額の100分の10に相当する金額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるとき

は、その端数金額を切り捨てた金額）をもって落札価格とするので、入札者は、消費税及び地方消費税に係る

課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった契約金額の110分の100に相当する金額を入札書

に記載すること。

３　入札参加者の資格

　　次に掲げる要件を全て満たす者であること。

　(1)�地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４第１項各号に規定する者に該当しないこと。

　(2�)�令和２年度山形県物品等及び特定役務の調達に係る競争入札の参加者の資格等に関する公告（令和２年２月

４日付け県公報第77号）により公示された資格を有すること。
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　(3)�山形県競争入札参加資格者指名停止要綱に基づく指名停止措置を受けていないこと。

　(4�)�次のいずれにも該当しないこと（地方自治法施行令第167条の４第１項第３号に規定する者に該当する者を

除く。）。

　　イ�　役員等（入札参加者が個人である場合にはその者を、入札参加者が法人である場合にはその役員又はその

支店若しくは契約を締結する事務所の代表者をいう。以下同じ。）が暴力団員による不当な行為の防止等に

関する法律（平成３年法律第77号）第２条第６号に規定する暴力団員（以下「暴力団員」という。）又は暴

力団員でなくなった日から５年を経過しない者（以下「暴力団員等」という。）であること。

　　ロ�　暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同

じ。）又は暴力団員等が経営に実質的に関与していること。

　　ハ�　役員等が自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を加える目的をもって、暴

力団又は暴力団員等を利用する等していること。

　　ニ�　役員等が、暴力団又は暴力団員等に対して資金等を供給し、又は便宜を供与する等直接的あるいは積極的

に暴力団の維持及び運営に協力し、又は関与していること。

　　ホ　役員等が暴力団又は暴力団員等と社会的に非難されるべき関係を有していること。

　(5)�当該調達物品又はこれと同機種の物品を製造した実績又は納入した実績があることを証明できること。

　(6�)�当該調達物品に関し、迅速なアフターサービス及びメンテナンスを行う体制が整備できることを証明できる

こと。

４�　契約条項を示す場所、仕様書、納入場所一覧表及び入札説明書の交付場所等並びに契約に関する事務を担当す

る部局等

　(1)�契約条項を示す場所及び契約に関する事務を担当する部局等

　　　山形市松波二丁目８番１号　山形県会計局会計課調達担当　電話番号023(630)2723

　(2�)�仕様書、納入場所一覧表及び入札説明書の交付場所等　山形県会計局会計課調達担当で交付するほか山形県

のホームページ（http://www.pref.yamagata.jp/）からもダウンロードできる。

５　入札保証金及び契約保証金

　(1)�入札保証金　免除する。

　(2�)�契約保証金　契約金額の100分の10に相当する金額以上の額。ただし、山形県財務規則（昭和39年３月県規

則第９号。以下「規則」という。）第135条各号のいずれかに該当する場合は、契約保証金を免除する。

６　入札の無効

　�　入札に参加する者に必要な資格のない者のした入札、入札に関する条件に違反した入札その他規則第122条の

２の規定に該当する入札は、無効とする。

７　落札者の決定の方法

　�　２の(1)のイからホまでのそれぞれについて、規則第120条第１項の規定により作成された予定価格の範囲内で

最低の価格をもって入札（有効な入札に限る。）をした者を落札者とする。

８　契約の手続において使用する言語及び通貨

　　日本語及び日本国通貨

９　その他

　(1�)�この公告による入札に参加を希望する者は、競争入札参加資格者名簿に登載されている者にあっては一般競

争入札参加資格確認申請書を令和２年５月20日（水）午前11時までに、競争入札参加資格者名簿に登載されて

いない者にあっては競争入札参加資格審査申請書提出書及び競争入札参加資格審査申請書を同月15日（金）午

前11時までに山形県会計局会計課調達担当に提出するとともに、併せて３の(5)及び(6)に係る事項を証する書

類並びに２の(1)の物品の仕様に適合するものとして作成した応札に係る物品の仕様書（以下「応札物品仕様

書」という。）及び競争入札に係る応札物品仕様書等審査申請書を提出すること。

　(2�)�(1)により提出された応札物品仕様書については、２の(1)の物品の仕様に適合しているかどうかを審査し、

審査の結果適合しないと認められた場合は、当該応札物品仕様書を提出した者は、この入札に参加することが

できない。

　(3�)�この契約においては、契約書の作成を必要とする。この場合において、当該契約書には、談合等に係る契約

解除及び賠償に関する定めを設けるものとする。

　(4�)�この入札により調達をする物品の取得については、地方自治法第96条第１項第８号及び議会の議決に付すべ

き契約並びに財産の取得、管理及び処分に関する条例（昭和39年３月県条例第６号）第３条の規定により議会

の議決を要する場合がある。
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　(5)�この入札及び契約は、県の都合により調達手続の停止等があり得る。

　(6)�詳細については入札説明書による。

10　Summary

　(1)�Nature�and�quantity�of�the�products�to�be�purchased:

　　①　2.2meter�Rotary�Snow�Remover�Quantity:�2

　　②　3.7meter�Snow�Removal�Motor�Grader�Quantity:�1

　　③　14ton�Snow�Removal�Wheel�Loader�Quantity:�2

　　④　1.3meter�Compact�Snow�Remover�Quantity:�2

　　⑤　1.0meter�Compact�Snow�Remover�Quantity:�4

　(2)�Time-limit�for�tender:�10:00�A.M.�June�1,2020

　(3�)�Contact� point� for� the� notice:� Commodity� Supplies� Section,Accounting� Division,Treasury� Bureau,�

Yamagata� Prefectural� Government,8-1� Matsunami� 2-chome,Yamagata-shi,Yamagata-ken� 990-8570� Japan�

TEL�023(630)2723

　地方自治法（昭和22年法律第67号）第234条第１項の規定により、空港用化学消防車（10000立級）の調達につい

て、一般競争入札を次のとおり行う。

　なお、この入札に係る調達は、地方公共団体の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める政令（平成７年政

令第372号）第１条に規定する協定その他の国際約束の適用を受ける。

　　令和２年４月21日

山形県知事　　吉　　　村　　　美　栄　子　　　

１　入札の場所及び日時

　(1)�場所　山形市松波二丁目８番１号　山形県庁入札室（２階）

　(2)�日時　令和２年６月１日（月）　�午後１時30分

２　入札に付する事項

　(1)�調達をする物品の名称及び数量　空港用化学消防車（10000立級）　１台

　(2)�調達をする物品の仕様等　仕様書による。

　(3)�納入期限　令和３年12月28日（火）

　(4)�納入場所　東根市大字羽入字柏原新林3008番地　山形空港

　(5�)�入札方法　総価により行う。落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の100分の10に相

当する金額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てた金額）を

もって落札価格とするので、入札者は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるか

を問わず、見積もった契約金額の110分の100に相当する金額を入札書に記載すること。

３　入札参加者の資格

　　次に掲げる要件を全て満たす者であること。

　(1)�地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４第１項各号に規定する者に該当しないこと。

　(2�)�令和２年度山形県物品等及び特定役務の調達に係る競争入札の参加者の資格等に関する公告（令和２年２月

４日付け県公報第77号）により公示された資格を有すること。

　(3)�山形県競争入札参加資格者指名停止要綱に基づく指名停止措置を受けていないこと。

　(4�)�次のいずれにも該当しないこと（地方自治法施行令第167条の４第１項第３号に規定する者に該当する者を

除く。）。

　　イ�　役員等（入札参加者が個人である場合にはその者を、入札参加者が法人である場合にはその役員又はその

支店若しくは契約を締結する事務所の代表者をいう。以下同じ。）が暴力団員による不当な行為の防止等に

関する法律（平成３年法律第77号）第２条第６号に規定する暴力団員（以下「暴力団員」という。）又は暴

力団員でなくなった日から５年を経過しない者（以下「暴力団員等」という。）であること。

　　ロ�　暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同

じ。）又は暴力団員等が経営に実質的に関与していること。

　　ハ�　役員等が自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を加える目的をもって、暴

力団又は暴力団員等を利用する等していること。

　　ニ�　役員等が、暴力団又は暴力団員等に対して資金等を供給し、又は便宜を供与する等直接的あるいは積極的

に暴力団の維持及び運営に協力し、又は関与していること。
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　　ホ　役員等が暴力団又は暴力団員等と社会的に非難されるべき関係を有していること。

　(5�)�当該調達物品に関し、迅速なアフターサービス及びメンテナンスを行う体制が整備できることを証明できる

こと。

４　契約条項を示す場所、入札説明書及び仕様書の交付場所等並びに契約に関する事務を担当する部局等

　(1)�契約条項を示す場所及び契約に関する事務を担当する部局等

　　　山形市松波二丁目８番１号　山形県会計局会計課調達担当　電話番号023(630)2723

　(2�)�入札説明書及び仕様書の交付場所等　山形県会計局会計課調達担当で交付するほか山形県のホームページ

（http://www.pref.yamagata.jp/）からもダウンロードできる。

５　入札保証金及び契約保証金

　(1)�入札保証金　免除する。

　(2�)�契約保証金　契約金額の100分の10に相当する金額以上の額。ただし、山形県財務規則（昭和39年３月県規

則第９号。以下「規則」という。）第135条各号のいずれかに該当する場合は、契約保証金を免除する。

６　入札の無効

　�　入札に参加する者に必要な資格のない者のした入札、入札に関する条件に違反した入札その他規則第122条の

２の規定に該当する入札は、無効とする。

７　落札者の決定の方法

　�　規則第120条第１項の規定により作成された予定価格の範囲内で最低の価格をもって入札（有効な入札に限

る。）をした者を落札者とする。

８　契約の手続において使用する言語及び通貨

　　日本語及び日本国通貨

９　その他

　(1�)�この公告による入札に参加を希望する者は、競争入札参加資格者名簿に登載されている者にあっては一般競

争入札参加資格確認申請書を令和２年５月20日（水）午前11時までに、競争入札参加資格者名簿に登載されて

いない者にあっては競争入札参加資格審査申請書提出書及び競争入札参加資格審査申請書を同月15日（金）午

前11時までに山形県会計局会計課調達担当に提出するとともに、併せて３の(5)に係る事項を証する書類並び

に２の(1)の物品の仕様に適合するものとして作成した応札に係る物品の仕様書（以下「応札物品仕様書」と

いう。）及び競争入札に係る応札物品仕様書等審査申請書を提出すること。

　(2�)�(1) により提出された応札物品仕様書については、２の(1)の物品の仕様に適合しているかどうかを審査し、

審査の結果適合しないと認められた場合は、当該応札物品仕様書を提出した者は、この入札に参加することが

できない。

　(3�)�この契約においては、契約書の作成を必要とする。この場合において、当該契約書には、談合等に係る契約

解除及び賠償に関する定めを設けるものとする。

　(4�)�この入札により調達をする物品の取得については、地方自治法第96条第１項第８号及び議会の議決に付すべ

き契約並びに財産の取得、管理及び処分に関する条例（昭和39年３月県条例第６号）第３条の規定により議会

の議決を要する場合がある。

　(5)�この入札及び契約は、県の都合により調達手続の停止等があり得る。

　(6)�詳細については入札説明書による。

10　Summary

　(1�)�Nature�and�quantity�of�the�products�to�be�purchased:Airport�chemical�fire�engine�(10000�liter�class)�

:�1

　(2)�Time-limit�for�tender:�1:30�P.M.�June�1,2020

　(3�)�Contact� point� for� the� notice:� Commodity� Supplies� Section,Accounting� Division,Treasury� Bureau,

　　Yamagata� Prefectural� Government,8-1� Matsunami� 2-chome,Yamagata-shi,Yamagata-ken� 990-8570� Japan

　　TEL�023(630)2723
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　地方自治法（昭和22年法律第67号）第234条第１項の規定により、排水ポンプパッケージの調達について、一般

競争入札を次のとおり行う。

　なお、この入札に係る調達は、地方公共団体の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める政令（平成７年政

令第372号）第１条に規定する協定その他の国際約束の適用を受ける。

　　令和２年４月21日

山形県知事　　吉　　　村　　　美　栄　子　　　

１　入札の場所及び日時

　(1)�場所　山形市松波二丁目８番１号　山形県庁入札室（２階）

　(2)�日時　令和２年６月１日（月）　�午後２時

２　入札に付する事項

　(1)�調達をする物品の名称及び数量　排水ポンプパッケージ　９台

　(2)�調達をする物品の仕様等　仕様書による。

　(3)�納入期限　令和３年３月31日（水）

　(4)�納入場所　仕様書による。

　(5�)�入札方法　総価により行う。落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の100分の10に相

当する金額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てた金額）を

もって落札価格とするので、入札者は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるか

を問わず、見積もった契約金額の110分の100に相当する金額を入札書に記載すること。

３　入札参加者の資格

　　次に掲げる要件を全て満たす者であること。

　(1)�地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４第１項各号に規定する者に該当しないこと。

　(2�)�令和２年度山形県物品等及び特定役務の調達に係る競争入札の参加者の資格等に関する公告（令和２年２月

４日付け県公報第77号）により公示された資格を有すること。

　(3)�山形県競争入札参加資格者指名停止要綱に基づく指名停止措置を受けていないこと。

　(4�)�次のいずれにも該当しないこと（地方自治法施行令第167条の４第１項第３号に規定する者に該当する者を

除く。）。

　　イ�　役員等（入札参加者が個人である場合にはその者を、入札参加者が法人である場合にはその役員又はその

支店若しくは契約を締結する事務所の代表者をいう。以下同じ。）が暴力団員による不当な行為の防止等に

関する法律（平成３年法律第77号）第２条第６号に規定する暴力団員（以下「暴力団員」という。）又は暴

力団員でなくなった日から５年を経過しない者（以下「暴力団員等」という。）であること。

　　ロ�　暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同

じ。）又は暴力団員等が経営に実質的に関与していること。

　　ハ�　役員等が自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を加える目的をもって、暴

力団又は暴力団員等を利用する等していること。

　　ニ�　役員等が、暴力団又は暴力団員等に対して資金等を供給し、又は便宜を供与する等直接的あるいは積極的

に暴力団の維持及び運営に協力し、又は関与していること。

　　ホ　役員等が暴力団又は暴力団員等と社会的に非難されるべき関係を有していること。

　(5�)�平成16年度以降に国又は地方公共団体に当該調達物品又はこれと同等以上の物品を納入した実績があること

を証明できること。

　(6�)�当該調達物品に関し、迅速なアフターサービス及びメンテナンスを行う体制が整備できることを証明できる

こと。

４　契約条項を示す場所、入札説明書及び仕様書の交付場所等並びに契約に関する事務を担当する部局等

　(1)�契約条項を示す場所及び契約に関する事務を担当する部局等

　　　山形市松波二丁目８番１号　山形県会計局会計課調達担当　電話番号023(630)2723

　(2�)�入札説明書及び仕様書の交付場所等　山形県会計局会計課調達担当で交付するほか山形県のホームページ

（http://www.pref.yamagata.jp/）からもダウンロードできる。

５　入札保証金及び契約保証金

　(1)�入札保証金　免除する。

　(2�)�契約保証金　契約金額の100分の10に相当する金額以上の額。ただし、山形県財務規則（昭和39年３月県規

則第９号。以下「規則」という。）第135条各号のいずれかに該当する場合は、契約保証金を免除する。



令和２年４月21日（火曜日） 第98号山 形 県 公 報

466
令和２年４月21日印刷� 発行所�　山 形 県 庁

令和２年４月21日発行� 発行人�　山　　　�形�　　　県

６　入札の無効

　�　入札に参加する者に必要な資格のない者のした入札、入札に関する条件に違反した入札その他規則第122条の

２の規定に該当する入札は、無効とする。

７　落札者の決定の方法

　�　規則第120条第１項の規定により作成された予定価格の範囲内で最低の価格をもって入札（有効な入札に限

る。）をした者を落札者とする。

８　契約の手続において使用する言語及び通貨

　　日本語及び日本国通貨

９　その他

　(1�)�この公告による入札に参加を希望する者は、競争入札参加資格者名簿に登載されている者にあっては一般競

争入札参加資格確認申請書を令和２年５月20日（水）午前11時までに、競争入札参加資格者名簿に登載されて

いない者にあっては競争入札参加資格審査申請書提出書及び競争入札参加資格審査申請書を同月15日（金）午

前11時までに山形県会計局会計課調達担当に提出するとともに、併せて３の(5)及び(6)に係る事項を証する書

類並びに２の(1)の物品の仕様に適合するものとして作成した応札に係る物品の仕様書（以下「応札物品仕様

書」という。）及び競争入札に係る応札物品仕様書等審査申請書を提出すること。

　(2�)�(1)により提出された応札物品仕様書については、２の(1)の物品の仕様に適合しているかどうかを審査し、

審査の結果適合しないと認められた場合は、当該応札物品仕様書を提出した者は、この入札に参加することが

できない。

　(3�)�この契約においては、契約書の作成を必要とする。この場合において、当該契約書には、談合等に係る契約

解除及び賠償に関する定めを設けるものとする。

　(4�)�この入札により調達をする物品の取得については、地方自治法第96条第１項第８号及び議会の議決に付すべ

き契約並びに財産の取得、管理及び処分に関する条例（昭和39年３月県条例第６号）第３条の規定により議会

の議決を要する場合がある。

　(5)�この入札及び契約は、県の都合により調達手続の停止等があり得る。

　(6)�詳細については入札説明書による。

10　Summary

　(1)�Nature�and�quantity�of�the�products�to�be�purchased:Drainage�Pump�Package�:�9

　(2)�Time-limit�for�tender:�2:00�P.M.�June�1,2020

　(3�)�Contact� point� for� the� notice:� Commodity� Supplies� Section,Accounting� Division,Treasury� Bureau,

　　Yamagata� Prefectural� Government,8-1� Matsunami� 2-chome,Yamagata-shi,Yamagata-ken� 990-8570� Japan

　　TEL�023(630)2723

　特定調達契約に係る落札者を次のとおり決定した。

　なお、この落札に係る調達は、地方公共団体の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める政令（平成７年政

令第372号）第１条に規定する協定その他の国際約束の適用を受ける。

　　令和２年４月21日

山形県知事　　吉　　　村　　　美　栄　子　　　

１　落札に係る物品等の名称及び予定数量

　　山形県広報誌「県民のあゆみ」　年間予定数量　2,465,400部（年６回発行）

２　特定調達契約に関する事務を担当する部局等の名称及び所在地

　　山形県会計局会計課調達担当　山形市松波二丁目８番１号　電話番号023(630)2718

３　落札者を決定した日　令和２年３月30日

４　落札者の名称及び所在地

　　藤庄印刷株式会社　山形市あこや町三丁目18番30号

５　落札金額　１部当たり14.63円

６　特定調達契約の相手方を決定した手続　一般競争入札

７　地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の６第１項の規定による公告を行った日

　　令和２年２月18日


